
保護のしおり
～生活保護を申請しようとしている方へ～

ほ ご

せいかつほご しんせい

しんせい

かた

こくみん けんり

そうだん



※支給方法は、金銭で支給される場合と介護費、医療費のように福祉事務所が代

わって支払いをする場合があります。また、このほかに、一時的に必要なものと

して被服費や転居費用が支給される場合もあります。それぞれ条件がありますの

で、事前に福祉事務所に相談してください。

保護には、次の８種類があります

生活保護とは
せいかつほ ご

保護の内容
まいにち

ほご ないよう ほ ご つぎ しゅるい

生活扶助

よう

ひようしょくひ こうねつすいひせいかつ ふじょ ひつよう

毎日の生活に必要な食費や光熱水費などの費用です。
せいかつ

きょういく ふじょ

〈日本
に ほ ん

国
こく

憲法
けんぽう

 第
だい

25条
じょう

〉 

すべて国民
こくみん

は、健康
けんこう

で文化的
ぶんかてき

な最低
さいてい

限度
げ ん ど

の生活
せいかつ

を営
いとな

む権利
け ん り

を有
ゆう

する。 

〈生活
せいかつ

保護法
ほ ご ほ う

 第
だい

１条
じょう

〉 

すべての国民
こくみん

に対
たい

し、その困窮
こんきゅう

の程度
て い ど

に応
おう

じ、必要
ひつよう

な保護
ほ ご

を行
おこな

い、その最低
さいてい

限度
げ ん ど

 

の生活
せいかつ

を保障
ほしょう

するとともに、その自立
じ り つ

を助長
じょちょう

することを目的
もくてき

とする。 

住宅扶助

教育扶助

介護扶助

医療扶助

出産扶助

生業扶助

葬祭扶助

やちん ひようじゅうたく しゅうりひ

家賃、地代または住宅の修理費などの費用です。
ち だい

ぎ む きょういく ひようきゅうしょくひがくようひんだいひつよう

義務教育に必要な学用品代、給食費などの費用です

ばあいかいご ひよう

しゅうしょくじゅんび

ひつよう

介護サービスが必要な場合の費用です。

びょうき ひよういりょう

しゅっさんふじょ

ひつよう

病気やけがなどをした場合の医療に必要な費用です。
しゅっさん ひよう

出産に要する費用です。
よう

ぎじゅつしゅうとく ひようしゅうがくひこうとうがっこうとう

技術習得・高等学校等の就学費・就職準備などの費用です
そうぎ ひよう

葬儀などに要する費用です。

じゅうたく ふじょ

かいご ふじょ

いりょう ふじょ
ばあい

せいぎょうふじょ

そうさい ふじょ

しきゅうほうほう

しきゅう

ばあい ひつようしはらい

いりょうひ

ひふくひ

いちじてき

かふくしじむしょばあい かいごひしきゅうきんせん

ばあいてんきょひよう じょうけん

じぜん ふくし じむしょ そうだん

私
わたし

たちは、生活
せいかつ

しているうちに 病気
びょうき

やケガにより 働
はたら

けなくなったり、 働
はたら

き手
て

が

死亡
しぼう

したりして生活
せいかつ

に困
こま

ることがあります。

生活
せいかつ

保護
ほご

は、このように生活
せいかつ

に困
こま

っている方
かた

に対
たい

して、国民
こくみん

の生存権
せいぞんけん

の保障
ほしょう

を

規定
きてい

した憲法
けんぽう

第
だい

２５ 条
じょう

の理念
りねん

に基
もと

づき、最低
さいてい

限度
げんど

の生活
せいかつ

を保障
ほしょう

するとともに、

自分
じぶん

で自分
じぶん

のくらしを支
ささ

えられるよう 支援
しえん

することを目的
もくてき

とした制度
せいど

です。

この制度
せいど

は、生活
せいかつ

保護法
ほごほう

（以下
いか

「法
ほう

」という。）に 基
もと

づいて 行
おこな

われます。

この法律
ほうりつ

は、日本
にほん

国
こく

憲法
けんぽう

第
だい

25 条
じょう

に規定
きてい

する理念
りねん

に基
もと

づき、国
くに

が生活
せいかつ

に困
こん

窮
きゅう

する



保護は原則として、世帯（くらしをともにしている家族）を単位とし

て、その世帯の最低生活費の額と世帯全員の収入額を比較し、不足する

場合にその不足する額が保護費として支給される仕組みになっています。

働いて得た収入（農業・短期間・高校生等のアルバ

イト・知人からの依頼等も含む）、年金・手当など

他の法律等により支給される金銭、親や兄弟姉妹な

どからの仕送り援助、資産を貸したり売ったりして

得た収入、借金（親族や知人からの一時的な借金も

含む）など、世帯員全員の収入を合計したものです。

保護の決め方
ほ ご き かた

最低生活費

ほ ご

（収入が最低生活費に満たないとき）

おや

たんいかぞく

せたい

せたい

せたい

その世帯の人数、年齢、健康状態、住んでいる地域

などをもとに国で決めた基準により計算された１か

月分の生活費で、月によって変わる場合があります。

げんそく

ねんれい

最低生活費

●保護を受けられる場合

収入 保護費

ふそくがく しゅうにゅうがくせたいぜんいん ひかく

けんこうじょうたい

しきゅうほ ご ひ

さいていせいかつひ

ふそくばあい

す

がく

しゅうにゅう

し く

げつぶん か

きじゅん

ちじん

けいさん

せいかつひ

のうぎょう

つき

こうこうせいとうえはたら たんきかん

ねんきん てあて

きんせん

にんずう ちいき

くに き

いらいとう

さいていせいかつひ

いちじてき

た

ばあい

え ちじん

きょうだいしまい

しんぞく

えんじょ か うしおく しさん

ほうりつとう しきゅう

しゃっきんしゃっきんしゅうにゅう

しゅうにゅうせたいいんぜんいんふく

収 入

ごうけい

しゅう にゅう

みさいていせいかつひしゅうにゅう

ばあいうほ ご

ほ ご ひしゅうにゅう

さいていせいかつひ

●保護を受けられない場合

（収入が最低生活費を上回るとき）
しゅうにゅう さいてい せいかつひ うわまわ

ほ ご う ばあい

最低生活費
さいていせいかつひ

収入
しゅうにゅう



扶養義務者（親、子ども、兄弟姉妹など）からの

援助を受けられるときは、それを優先します。

扶養義務者への照会は、扶養義務の履行が期待できる方に対して行い

ます。扶養義務の履行が期待できない方や、扶養を求めることが明らか

に自立の妨げとなる方に対しては、基本的には福祉事務所からの照会は

行いませんので、お申し出ください。

生活保護を受けるには、本人や家族等の申請が必要です。

申請するときは、原則、申請書等（生活保護申請書、資産申告書、収

入申告書、同意書など）に必要事項を記入し、福祉事務所に提出してく

ださい。病気などで申請の手続きに来られないときは、福祉事務所に連

絡してください。

生活保護法以外の制度（社会保険、雇用保険、各種年金、恩給、手当な

ど）で活用できるものは、それを活用していただきます。

預金、生命保険、土地、家屋、自動車、貴金属など活用できる資産は、ま

ず生活のために活用していただくことになっています。ただし、現在お住ま

いの住宅や障害のために必要な自動車などは、一定の条件のもとに保有を認

められる場合もありますのでご相談ください。

生活保護が決定されるまで
せい かつ ほ ご けってい

生活保護の申請

ひつようじこう

れん

かつよう

かつよう

しょうがい

せいかつほご

ていしゅつきにゅう

かぞくとう

１.資産の活用

みと

とち じどうしゃかおく しさん

しんせいしょとう

いってい

そうだん

ふくし じむしょ

せいど

ほゆう

う

らく

せいめいほけん

ばあい

しんせい

す

しさんしんこくしょ

かつよう

せいかつ ほ ごしんせいしょげんそく

ききんぞく

にゅうしんこくしょ

じゅうたく

こてつづびょうき

じどうしゃ

よきん

ほんにん

しゅう

ひつよう

つぎ

しんせい

せいかつほ ご しんせい

ひつよう

おんきゅう

どういしょ

てこよう ほけん

ふくし じむしょ

せいど

はたら かた

あて

かつよう

かつよう

げんざいせいかつ

かくしゅねんきん

じょうけん

のうりょく

のうりょく

せいかつほごほう いがい

ほか

生活保護を受けるには、次のような要件があります。活用できるものがあ

るときは、活用していただくことになります。

しゃかいほけん

しさん

せたいいん

う

しょうかい

おこなゆうせん

こ

ほ ご

おや

しんせい

保護の要件
ほ ご ようけん

せいかつほご う ようけん

かつよう

２.能力の活用
かつよう

世帯員のうち働く能力のある方は、その能力を活用していただきます。
のうりょく かつよう

３.他の制度の活用

かつよう かつよう

保護に優先して行われるもの

ゆうせんえんじょ

きょうだいしまいふよう ぎむしゃ

ふよう ぎ む しゃ ふよう ぎ む

きたい

かたきたいりこう

りこうふよう ぎ む

おこなたい

かた

かた

もう で

じりつ

あきもとふよう

おこな

しょうかいきほんてきたい ふくし じむしょさまた



福祉事務所長は、調査結果をもとに、保護が必要

かどうか、また、必要ならどの程度かを、申請日か

ら１４日以内（遅くとも３０日以内）に決定し、そ

の内容を文書で通知します。

※申請してから決定するまでの間に、次のようなことがあれば、すぐに福

祉事務所に連絡してください。また、困ったことやわからないことがあれ

ば、福祉事務所に相談してください。

①収入が増えたり減ったりしたとき

（働いて得た収入、年金、仕送りなどのすべての収入）

②家族の人数が変わったとき

（出産、死亡、転入、転出など）

③通院したり入退院したりするとき

④その他、生活の状況が変わったとき

※決定に不服がある場合は、決定を知った日の翌日から３か月以内に

知事に対して審査請求を行うことができます（法第６４条）

申請すると福祉事務所の担当員（ケースワーカー）が家庭訪問などの

方法により保護が必要かどうかの調査をします。

調査の内容は、現在の生活状況、家族の健康状況、扶養義務者の状況、

収入や資産の状況、その他保護の決定に必要な事項です。なお、自立を

支援するため、今までの生活状況などをお聞きすることもありますが、

プライバシーは守られますので差支えのない範囲でご協力ください。

また、預貯金や生命保険の加入状況について、関係機関において必要

な調査を行います。医療が必要な方については、主治医等に病状を伺う

ことがあります。

調 査

せいかつじょうきょう

しえん せいかつじょうきょう

いりょう

しんせい

しんせい

けっていしさん

かていほうもん

ひつよう

ぶんしょ

よちょきん

けってい

ふくしじむしょちょう

ちょうさ

かにゅうじょうきょう

ちょうさ

じょうきょう

ほご

ふようぎむしゃ

じりつ

つうち

しじむしょ

ほうほう

げんざい

ふく

ないよう

ちょうさ

ひつよう

けんこうじょうきょう

けってい

た ほごじょうきょう

かんけいきかん

あいだ

たんとういん

ひつよう

ほご

き

しゅうにゅう

ちょう さ

ひつよう

そうだん

かぞく

こま

じこう

しんせいび

かた

ないよう

ちょうさけっか

つぎ

ふくし じむしょ

せいめいほけん

ていど

れんらく

にちいない

うかが

おそ

ひつよう

はんいさしつか きょうりょく

いま

まも

か いない

しゅじいとう びょうじょう

ふくし じむしょ

決 定
けっ てい

ひつよう

か

しゅうにゅう

てんにゅう

かぞく

しゅっさん

えはたら

にんずう

ねんきん

にゅうたいいん

しぼう

よくじつ

か

た

ばあい

じょうきょう

しけってい

へふ

しおく

ふふく

てんしゅつ

つういん

ちじ

ひ

しゅうにゅう

しゅうにゅう

じょう

せいかつ

げついないけってい

たい ほうだいおこなしんさせいきゅう



保護が開始された場合
ほ ご かいし ば あい

保護費の支給

じょう

のうぎょう

す

おう

げつぶん

き

１か月分の保護費は、毎月決められた日（原則５日）に支給されます。

なお、今まで国民健康保険証を利用していた方は、使用できなくなり

ますので、国民健康保険担当課に返却してください。

ほ ご

まいつき

１.届出の義務（法第６１条）

はいし

ししゅつ せいかつじょうきょうた

か

こくみんけんこうほけんしょう

ほ ごばあい

ていど

ていし また

き

たんきかん

ふく

したが

ひ

ぎ む

かた

かぞくこうせい

りよういま

へんどう

へんきゃく

せいかつじょうきょう

か

はたら

とどけで

しどう し じ

しゃっきん

ほ ご ひ

しよう

げんそく

とう

しゅうにゅう

ほ ご ひ しきゅう

おこな

ほうだい

え

はたら

こうじょう

てきせつ

したが

ふくしじむしょ

へんこう

しどう

せいかつ

ほ ご

あなたの届出をもとにして保護の程度を決めますので、収入《働い

て得た収入（農業・短期間・高校生等のアルバイト・知人からの依頼

等も含む）、年金・手当など他の法律等により支給される金銭、親や

兄弟姉妹などからの仕送り援助、資産を貸したり売ったりして得た収

入、借金（親族や知人からの一時的な借金も含む）など、世帯員全員

の収入を合計したもの》支出、その他生活状況に変動があったとき、

住まいや家族構成について変わったことがあったときなどは、すぐに

福祉事務所に届出ていただきます。

ほ ご

けいかくてき

ぎ むとどけで

しきゅう

守っていただくこと
まも

こうこうせいとう ちじん

ふく

２.指導・指示に従う義務（法第６２条）
し じ

どりょく

３.生活向上の義務（法第６０条）

あなたの生活状況に応じて、適切な保護を行うために、指導・指示

をすることがあります。指導・指示に従わない場合は、保護の変更、

停止又は廃止となる場合があります。

こくみんけんこうほけん たんとうか

おや

しゅうにゅう

ひとはたら

せいかつこうじょう

のうりょく

ばあい

ぎ む

ねんきん てあて きんせん

いらい

いちじてき

た

え

ちじん

きょうだいしまい

しんぞく

えんじょ か うしおく しさん

ほうりつとう しきゅう

しゃっきんにゅう

しゅう

い じ

せたいいんぜんいん

おう

ごうけい

とどけで

しゅうにゅう

じょうほうだい

しどう し じ

じょうほうだい

働ける人は能力に応じて働き、計画的なくらしをするなど、生活の

維持、向上に努力しなければなりません。

わたたにん

４.譲渡禁止（法第５９条）
けんりう

じょうと きんし

ゆず

じょうほうだい

保護を受ける権利を他人に譲り渡すことはできません。



①急迫した事情などのため、資力があるにもかかわらず保護を受けた場

合には、その受けた金品に相当する金額の範囲内の額を返還していただ

きます。（法第６３条）

②事実と違う申請や不正な手段により保護費を受取ったときは、保護の

ために要した費用の全部又は一部を、徴収します。（法第７８条）

また、その金品を徴収されるだけではなく、法律により罰せられるこ

とがあります。（法第８５条、刑法）

生活保護が開始になった場合は、福祉事務所の担当員が定期的に訪問

し、相談に応じるとともに、生活の変化に応じて保護費を適正に決定す

るため、収入や生活状況などを伺います。また、自立した生活を送るこ

とができるよう支援します。

保護費を返していただくことがあります

がく

いちぶ ちょうしゅう

そうだん

きゅうはく

うけとふせい

きんぴん

うかが

かいし

けってい

せいかつ

そうとう

せいかつ ほ ご

きんぴん

ひよう

おく

ちが

ぜんぶ また

う

はんいないきんがくあい

ほうもん

じじつ

ちょうしゅう

ほ ご ひしゅだん

ていきてき

しりょく

よう

ほ ご

う

しんせい

ほ ご ひ かえ

おう

へんかん

ほ ご

じりつ

せいかつ てきせい

ふくしじむしょ

しえん

ほ ご ひ

ば

ばあい

けいほう

たんとういん

ほうりつ ばっ

へんか おう

じじょう

家庭訪問をします
かていほうもん

しゅうにゅう じょうきょう

じょう

せいかつ

ほうだい

ほうだい

ほうだい

じょう

じょう



保護のしおり
～生活保護を申請しようとしている方へ～

ほ ご

せいかつほご しんせい

しんせい

かた

こくみん けんり

そうだん


